




























































































































　日米交渉は，昭和 16 年 4 月中旬から，中国との和平実現を目的として，ワ
シントンにおいて，野村吉三郎大使と C. ハル（Cordell Hull）米国務長官により，
米国主導の下，開始された。
　日米交渉に係る先行研究としては，現実主義的な立場から，P. シュレーダー



















つつも，P. シュレーダーの米国道徳主義批判や W. ウィリアムズの経済決定論
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太平洋戦争における 2 つの誤解と教訓（下平）
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　昭和 18 年 11 月 22 日から 26 日，「カイロ会談（Cairo Conference）」が開かれ，
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　昭和 18 年 11 月 28 日から 12 月 1 日，「テヘラン会談（Teheran Conference）」
が開かれ，ルーズベルト大統領，チャーチル首相，スターリン（Joseph Stalin）









　昭和 19 年 10 月 14 日，モスクワで行われた，スターリンとチャーチルの交














　昭和 20 年 2 月 4 日から，米英ソによる「ヤルタ会談（Yalta Conference）」




　3 月 10 日の東京大空襲など都市攻撃が激化するなか，6 月 18 日，トルーマ
ン大統領は，「オリンピック（Operation Olympic）」（九州侵攻），「コロネット 
（Operation Coronet）」（関東侵攻）の両作戦を承認する。

























































































ら，閣議においてはポツダム宣言を黙殺することが決せられ，7 月 28 日に発
表された。
　7 月 28 日午後，マーシャル陸軍参謀総長が，太平洋戦争の終盤の戦局につ
いて，M. テーラー（Maxwell D. Taylor）と G. パットン（George Smith Patton, 
Jr.）と会談した際も，鈴木貫太郎首相の黙殺声明は話題には上がっておらず（42），
日本のポツダム宣言黙殺は，全く影響を与えることはなかったのである。













た」（44）としていたが，8 月 6 日の広島への原爆投下直後の声明においては，「7 月 
26 日の最終通告がポツダムで出されたのは，完全な破壊から日本国民を免れ











　8 月 6 日，広島への原爆投下，9 日，長崎への原爆投下，ソ連の対日参戦と 



























となった（50）。8 月 10 日，いわゆるバーンズ回答が発せられた。
　仲晃によれば，バーンズ回答について，「このときの回答の中で，日本の徹
底抗戦派を最も刺激し，戦争終結をそれからさらに四日間も遅らせて無益な死
傷者を出した “ 元凶 ” は，天皇制の存続について，最後の最後まで明言を避け


































　昭和 16 年 8 月 10 日から 14 日にかけて，カナダ領ニュー・ファンドランド
沖において，ルーズベルト大統領とチャーチル（Sir Winston Leonard Spencer-
Churchill）首相により，いわゆる「大西洋会議」が行われた。そこでは，連






































































































































































　（ 1 ）　大井篤『海上護衛参謀の回想－太平洋戦争の戦略批判』（原書房，1975 年）16 頁。
　（ 2 ）　渡部昇一『ドイツ参謀本部』（中央公論社，1974 年）162 頁。
　（ 3 ）　 Barton J. Bernstein, “Truman and the A-Bomb: Targetting Noncombatants, Using 
the Bomb, and His Defending the Decision,” The Journal of Military History, 62 （July 
1998）, pp. 553-554.
　（ 4 ）　栗原健『天皇－昭和史覚書』（原書房，1970 年）313-314 頁。
　（ 5 ）　 北岡伸一「国務省極東部の成立－ドル外交の背景」近代日本研究会編『年報・
近代日本研究・11　協調政策の限界－日米関係史・1905 ～ 1960 年－』（1989 年
10 月）。
　（ 6 ）　 Herbert Feis, The Road to Pearl Harbor, The Coming of the War between the United 
States and Japan （Princeton: Princeton University Press, 1950）, p. 18.
　（ 7 ）　 Paul W. Schroeder, The Axis Alliance and Japanese-American Relations, 1941 （Ithaca: 
Cornell U. P., 1958）, pp. 203-206. 
　（ 8 ）　 William Appleman Williams, The Tragedy of American Diplomacy, rev. ed. （New York: 
Dell, 1962）, p. 190.
　（ 9 ）　 Robert A. Divine, The Reluctant Belligerent, 2nd ed. （New York: Knopf, 1979）, pp. 
155-158.
　（10）　 Michael Schaller, The U. S. Crusade in China, 1938-1945 （New York: Columbia U. P., 
1979）, p.63.
　（11）　 Akira Iriye, The Origins of the Second World War in Asia and the Pacific （London: 
Longman, 1987）. 篠原初枝訳『太平洋戦争の起源』（東京大学出版会，1991 年）
40 頁。
　（12）　 Iriye, The Origins of the Second World War in Asia and the Pacific, p.163, 179.
　（13）　 Waldo Heinrichs, Threshold of War: Franklin D. Roosevelt & American Entry into 
World War Ⅱ  （New York: Oxford U. P., 1988）, p. 160.
　（14）　五味川純平『御前会議』（文藝春秋社，1978 年）292 頁。
　（15）　同上書。










　（22）　 Chihiro Hosoya, “Miscalculations in Deterrent Policy: Japanese- U. S. Relations, 
1938-1941,” Journal of Peace Research, No. 2 （Oslo, 1968）, p.111.
　（23）　 Robert Jervis, Perception and Misperception in International Politics （Princeton, New 
Jersey: Princeton University Press, 1976）.
　（24）　入江昭『日米戦争』（中央公論新社，1978 年）306 頁。
　（25）　 五百旗頭真「『無条件降伏』とポツダム宣言」『国際法外交雑誌』第 79 巻第 5
号（1980 年 12 月）29-30 頁。
　（26）　FRUS, The Conferences at Cairo and Teheran, 1943, pp. 448-449.
　（27）　Ibid., p. 563, 675.
　（28）　 Herbert Feis, Churchill, Roosevelt, Stalin: The War They Waged and the Peace They 
Sought （Princeton: Princeton Univ. Press, 1957）, pp. 462-463.
　（29）　FRUS, The Conferences at Malta and Yalta, 1955, p. 362, 371.
　（30）　 Martin J. Sherwin, A World Destroyed （New York: Knopf, 1975）, pp. 226-227.
　（31）　 Henry L. Stimson and McGeorge Bundy, On Active Service in Peace and War （New 
York: Harper & Brothers, 1948）, p. 630.
　（32）　Charles L. Mee, Meeting at Potsdam （New York: M Evans, 1975）, p. 70.
　（33）　 Stanley Weintraub, The Last Great Victory: The End of World War Ⅱ, July-August 
1945 （New York: Truman Talley Books, 1995）, p. 199.
　（34）　FRUS, The Conference of Berlin, vol. 2, 1960, pp. 895-897.
　（35）　 Robert H. Ferrell ed., Off the Record: The Private Paper of Harry S. Truman （New 
York: Harper & Row, 1980）, pp.55-56.
　（36）　 Harry S. Truman, Memoirs by Harry S. Truman Volume One: Year of Decisions （New 
York: Doubleday, 1955）, p. 387.
　（37）　FRUS, The Conference of Berlin, vol. 2, 1960, pp. 1292-1293.
　（38）　FRUS, The Conference of Berlin, vol. 2, pp. 1474-1476.
　（39）　 仲晃『黙殺　ポツダム宣言の真実と日本の運命』下（日本放送出版協会，2000
年）76-77 頁。
　（40）　Truman, op. cit., p. 427.
　（41）　鹿島研究所，前掲書，196 頁。
　（42）　Weintraub, op. cit., p. 290.
　（43）　Truman, op. cit., p. 443.
　（44）　Ibid., pp. 437-438.




　（46）　Weintraub, op. cit., p. 216.
　（47）　 海上自衛隊幹部学校所蔵「終戦に関する資料」『高木惣吉文庫資料』。（以下，『高
木惣吉文庫資料』という。）
　（48）　Truman, op. cit., pp. 471-472.
　（49）　 Robert Moskin, Mr. Truman’s War: The Final Victories of World War Two and the 
Birth of Postwar World （New York: Random House, 1996）, pp. 312-313. 
　（50）　Ibid., p. 313. 
　（51）　仲，前掲書，下，252 頁。
　（52）　Truman, op. cit., p. 210.
　（53）　Weintraub, op. cit., p. 667.
　（54）　 James Reston, Deadline: A Memoir （New York: Times Books, 1995）, pp. 502-512.
















　（70）　『読売新聞』昭和 20 年 8 月 30 日。
　（71）　 坂元一哉他「「日本外交の過誤」を解読する」『外交フォーラム』（2004 年 3 月号）
83 頁。
　（72）　 George F. Kennan, American Diplomacy, 1900-1950 （London: Secker & Warburg, 
1952）, pp. 88-89.
03【論説】下平拓哉先生.indd   82 2021/02/20   14:39:12
